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での日本経済の大きな発展要因とはなったが，反対に 20 世紀末から 21 世紀はじめにかけ
〔論　説〕
―1―






































 通商産業省・通商産業政策史編纂委員会編（1989―1994 年）『通商産業政策史』　特に，第 6巻―第 11 巻：
高度成長期（1）―（4）を参照されたし。
 内田公三（1996 年）『経団連と日本経済の 50 年：もうひとつの産業政策史』日本経済新聞社。
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 笹谷秀光（2019 年）『Q&A：SDGS 経営』日本経済新聞社。






























 国際協調のための経済構造調整研究会報告書（1986 年 4 月 7 日）
 （経構研報告＝前川リポート）





































　太平洋戦争後の 76 年間は，前半の 1955 年から 1985 年までの 30 年間の高度成長期と後



















































論叢，第 50 巻第 1号，2012 年 9 月。
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年間 名目（％） 実質（％） 一人当たりGDP（千円）
1955―75 15.5 8.4  340
1975―95  6.2 3.9 2731
1995―2017  0.9 0.7 3810
（7） 日本的経営に関する評価
 Ouchi,WilliamG,（ 1981 ）,Theory Z : How American Business can meet the Japanese challenge,MA,
Addison―Wesley.    
 アベグレン，J　　C，占部都美訳（1958 年）『日本の経営』ダイヤモンド社。
 間　宏（1989 年）『日本的経営の系譜』文真堂。











































































































































































































































（14）Porter,Michael.E,（1990）,Competitive Advantage of Nations,TheFreePress.
 ポーター,M.E，竹内弘高共著，（2000 年）『日本の競争戦略』ダイヤモンド社。
 ポーター,M.E& クラマー，M.R，村井裕訳（2008 年）［受動的では価値を創出できない：競争優位のCSR
戦略］DiamondHarvardBusinessReview,January2008.
 ポーター,M.E& クラマー。M.R，沢﨑冬日訳（2008 年）［社会貢献コストは戦略的投資である：競争優位
のフィランソロピー］DiamondHarvardBusinessReview,March2008.







































































　アメリカは，教育改革の成果による IT産業を中心に 1990 年代以降には産業の大躍進
を遂げて，今やGDPでは日本の 4倍の規模に拡大している。それは，主として教育改革
表 4．GDP―日本，中国，アメリカ（100 億ドル）
国名 1990 年 2000 年 2017 年 一人当たりGDP（千ドル）
日本 313.3  488.8  487.2 38
中国  39.4  121.1 1223.8  9




























of American Higher Education, ASHEReaderSeries,Simon&SchusterCustomPublishing.Chapter.1 .
pp.54-69.










 フォルーハー・ラナ，長谷川圭訳，（2020 年）『邪悪に堕ちた GAFA：ビッグテックは素晴らしい理念と私
たちを裏切った』日経BP.
―16―


















































































































 Buchanan,McGill J,（1975）,The Limits of liberty: Between Anarchy and Leviathan. Chicago,The
UniversityofChicagoPress.
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 Taylor,FrederickW,（1911）,The Principles of Scientific Management, NY,Harper andBrothers
Publishers.














 （2021.5.30 受稿，2021.7.13 受理）
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　太平洋戦争敗戦以降のわが国の経済活動は，前半の 1955 年から 1985 年までの 30 年間




























　Thisarticle tries toconvincereadersabout twopointson theJapanese industrial
policiesafterinspectingtheperformancesofbothJapanesecabinetsandmanagers.
1：Anti- SDGs industrial policies
　Japanenjoyedeconomicgrowthwiththeso-calledtargetpoliciesforexportincreases
ofcamerasandTVsetc.,duringthe30yearsafter1955.Thepoliciesforexportincrease
have caused reduction of thedomestic investment forplants andequipment and
economicstagnationbyyenrevaluation forthe30yearssincethe1990s.Thisauthor
wasnot able to find theSDGs for Japanese industrial policies aimedat economic
growth.
2：Crucial roles of the newly appeared managers for economic development
　ThenewlyappearedmanagerssoonaftertheZaibatsuresolutionhavesucceededin
fundraising for investment frompartsandmaterialssuppliers insteadof traditional





千葉商大論叢　第 59 巻　第 1 号（2021 年 7 月）
参議院議員定数不均衡訴訟における最高裁判所の合憲性審査（1）
―令和 2 年 11 月 18 日最高裁判所大法廷判決―
 合　原　理　映
1　はじめに




　令和 2 年 11 月 18 日，最高裁判所大法廷は令和元年 7 月 21 日施行の参議院議員通常選
挙に関する選挙無効訴訟について合憲判決を下した（1）。この参議院議員通常選挙は，平成




　参議院選挙区選挙に関連する公職選挙法の改正をみると，近年では平成 27 年と平成 30
年に改正が行われている。平成 27 年には，参議院における議員定数不均衡を解消するこ
とを目的として，4 県 2 合区を含む「10 増 10 減」の定数改正が行われている（平成 27 年
法律第 60 号によるもの。以下，「平成 27 年改正公職選挙法」とする）。この改正により，
鳥取県と島根県，徳島県と高知県はそれぞれ合区され，定数が 2 人へと改められ，北海道，
東京都，愛知県，兵庫県，福岡県はそれぞれ定数を 2 増，宮城県，新潟県，長野県は定数
を 2 減とされた。平成 30 年改正では，埼玉県選挙区の定数が 2 増され，参議院選挙区選
出議員の定数は 146 人から 148 人となった（2）。
　この定数配分規定のもとで行われた令和元年の参議院議員通常選挙における最大較差は
は，前回選挙である平成 28 年 7 月 10 日の 3.08 倍から 3.00 倍に縮小しているが（3），全国
の高等裁判所で 16 件の選挙無効訴訟が提起され，その内 14 件で合憲（4），2 件で違憲状態（5）
（1） 最大判令和 2 年 11 月 18 日判例タイムズ 1480 号 62 頁（令和 2 年（行ツ）第 78 号　選挙無効請求事件）。なお，
本件選挙に関しては，東京都選挙区と神奈川県選挙区の選挙人による選挙無効訴訟（令和 2 年（行ツ）第 78
号）と，東京都選挙区ほか 40 選挙区の選挙人による選挙無効訴訟（令和 2 年（行ツ）第 28 号ほか　選挙無
効請求事件）がある。本項では前者の判決を用いて論じる。本判決に関する評釈として，安念潤司「参議院
定数配分不均衡訴訟の来し方―最大判令和 2・11・18 に接して」論究ジュリスト 36 号 216 頁（2021），池原
桃子「公職選挙法 14 条，別表第 3 の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」ジュリスト
1558 号 80 頁（2021），斎藤一久「2019（令和元）年参議院議員選挙と投票価値の平等」法学教室 488 号 52
頁（2021），吉川智志「令和元年参議院議員通常選挙における平成 30 年改正後の定数配分規定の合憲性」
TKC ローライブラリー　新・判例解説 Watch憲法 No.184（2021）。
〔論　説〕
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との判決が下された（6）。
　本稿では，令和 2 年 11 月 18 日最高裁判所大法廷判決について検討するものである。ま
た，選挙制度の仕組みについての見直しを求めた平成 24 年（7）と平成 26 年（8）の最高裁判所
大法廷判決と平成 27 年公職選挙法改正を経たのちの平成 29 年最高裁判所大法廷判決（9）に
ついて，本判決ではどのように解釈されているのか，また本判決とどのように関連づける
ことができるのかについて論じたい。
2　令和 2年 11 月 18 日最高裁判所大法廷判決
　令和元年 7 月 21 日に行われた参議院議員通常選挙について，東京都及び神奈川県選挙




（2） 平成 30 年改正公職選挙法は，参議院比例代表選挙についても改正を行なっている。これにより，参議院比









（3） 令和元年 7 月 21 日施行の参議院議員通常選挙については，比例代表選出議員の選挙における特定枠の合憲
性についても最高裁判所は判断を下している。最大判令和 2 年 10 月 23 日裁判所ウェブサイト参照（令和 2
年（行ツ）第 79 号　選挙無効請求事件）。本判決に関する評釈として，島原啓之「参議院比例代表選挙にお
けるいわゆる特定枠制度の合憲性」TKC ローライブラリー　新・判例解説 Watch憲法 No.182（2021）。
（4） 仙台高裁秋田支判令和 1 年 10 月 25 日判例時報 2438 号 40 頁（2020），名古屋高裁金沢支判令和 1 年 10 月 29
日判例時報 2453 号 3 頁（2020），大阪高判令和 1 年 10 月 29 日裁判所ウェブサイト参照，東京高裁令和 1 年
10 月 30 日裁判所ウェブサイト参照，福岡高裁宮崎支判令和 1 年 10 月 30 日判例時報 2436 号 11 頁（2020），
広島高裁岡山支判令和 1 年 10 月 31 日裁判所ウェブサイト参照，仙台高判令和 1 年 11 月 5 日 LEX/DB 文献
番号 25564284，広島高裁松江支判令和 1 年 11 月 6 日裁判所ウェブサイト参照，名古屋高判令和 1 年 11 月 7
日裁判所ウェブサイト参照，福岡高判令和 1 年 11 月 8 日裁判所ウェブサイト参照，広島高判令和 1 年 11 月
13 日裁判所ウェブサイト参照，福岡高裁那覇支判令和 1 年 11 月 13 日裁判所ウェブサイト参照，広島高判令
和 1 年 11 月 26 日 LEX/DB 文献番号 25564698，東京高判令和 1 年 12 月 4 日裁判所ウェブサイト参照。
（5） 高松高判令和 1 年 10 月 16 日判例時報 2437 号 3 頁（2020），高松高判に関する評釈として，毛利透「2019 年
参議院議員通常選挙における投票価値較差の合憲性」法学教室 480 号 113 頁（2020）。札幌高判令和 1 年 10
月 24 日裁判所ウェブサイト参照。
（6） 本判決に関する高裁判決について，新井誠「2019 年参議院議員選挙区選挙の『一票の較差』訴訟をめぐる高
裁諸判決」判例時報 2454 号 133 頁（2020）。
（7） 最大判平 24 年 10 月 17 日集民 241 号 91 頁。
（8） 最大判平 26 年 11 月 26 日民集 68 巻 9 号 1363 頁。
（9） 最大判平 29 年 9 月 27 日民集 71 巻 7 号 1139 頁。
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は平成 27 年に導入された合区と合区に対する批判を踏まえた平成 30 年改正への経緯につ
いて，以下のように評価している。
　選挙区選出議員選挙に関して，平成 30 年改正公職選挙法は平成 27 年改正公職選挙法の
（10）最大判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 345 頁。
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合原理映：参議院議員定数不均衡訴訟における最高裁判所の合憲性審査（1）








は一致を見ず，平成 30 年改正公職選挙法が成立した。このような平成 30 年改正公職選挙
法の経緯を見ると，同法は選挙区選出議員に関する選挙制度の基本的な仕組み自体を変更
























質的に拡大している。すなわち，本件選挙では選挙区間の較差が 3 倍を超えるのが 1 選挙
区，2.9 倍を超えるのは 4 選挙区であり，選挙人の 21.6％を占めている。平成 28 年選挙で
は，2.9 倍を超えていたのは 3 選挙区で，その選挙人の割合は全体の約 9.4％であり，今回
の選挙と比較すると約半数以下である。このように，三浦裁判官は，選挙人全体から選挙
区間における較差が 3 倍を超える選挙区の選挙人の比率に着目し，平成 30 年に公職選挙
―28―


























難であったとする。すなわち，平成 29 年大法廷判決は，平成 27 年改正公職選挙法が平成
24 年大法廷判決，平成 26 年大法廷判決の趣旨に沿う形で較差の是正を図っていると評価
しており，投票価値の不平等を憲法に違反すると判断するに至っていない。また，同判決
は，選挙制度の仕組みの見直しや較差のさらなる是正の指摘をしていない。本件選挙は，










































































































　平成 30 年改正公職選挙法は，合区を維持した上で，選挙区選出議員の定数を 2 人増員し，
それを埼玉県に配分するという改正をしているが，この改正は都道府県を選挙区の単位と
することが投票価値の不均衡を生じさせる原因であるという問題点になんらの改善をもた
らすものではない。つまり，平成 30 年改正公職選挙法は，平成 24 年大法廷判決が要請し
た選挙制度の抜本的な改革がなされた，あるいはなされつつあることを示す要素がないと
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〔抄　録〕
　本稿は，令和元年 7 月 21 日施行の参議院議員通常選挙に対する選挙無効訴訟に関する






とを目的として，4 県 2 合区を含む「10 増 10 減」の定数改正が行われている。この改正
により，鳥取県と島根県，徳島県と高知県はそれぞれ合区され，定数が 2 人へと改められ，
北海道，東京都，愛知県，兵庫県，福岡県はそれぞれ定数を 2 増，宮城県，新潟県，長野
県は定数を 2 減とされた。公職選挙法は平成 30 年にも改正され，埼玉県選挙区の定数が
2 増され，参議院選挙区選出議員の定数は 146 人から 148 人となり，参議院比例代表選挙
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し，労働供給は外生的に与えられるものとする。したがって，本稿のモデルは Samuelson
（1975）に世代内再分配の要素を組み込んだものと位置付けられる（4）。
　本稿の構成は以下のとおりである。第 1 節ではモデルを記述する。第 2 節では資源制約





　2 期間を生きる個人で構成される世代重複モデルを考える。各世代には x タイプの個人
が存在し，タイプ i の個人の生産性を ai とする（ai ≤…≤ ax）。ただし，少なくとも 1 組は
ai≠aj となるような i，j が存在するものとする。タイプ i の割合はθi とし，任意の i，j
についてθi＝θj する（j≠i）。世代内の平均生産性は a＝∑θiai＝1 とする。第 t 期に若年期
で登場する世代 t のタイプ i の賃金は wti＝aiwt と表され，wt は世代内で共通の効率労働 1
単位当たりの賃金率を表す。また，その効用関数は以下のような対数関数を仮定する。
 Uti＝U（cti, dit＋1）＝lncti＋βlndti＋1 （1）
ただし cti は若年期の消費，dit＋1 は老年期の消費である。
　sti を世代 t のタイプ i の貯蓄とすると，各期の予算制約は以下のようになる。
 cti＝（1－τp－τf）wti－sti （2）
 dit＋1＝bp, t＋1＋bf, t＋1＋stiRt＋1 （3）
ただしτp とτf はそれぞれ賦課方式，積立方式の年金保険料率であり，bp, t＋1 と bf, t＋1 は第 t
＋1 期の各方式の年金給付額，Rt＋1 は第 t＋1 期のグロスの金利である。




































 F（Kt, Lt）＝AKtαLt1－α （12）
ただし，資本は完全に減耗すると仮定する。このとき，企業の利潤を以下のように表すこ
とができる。










































　資本が完全に減耗するため，第 t＋1 期の資本 Kt＋1 は第 t 期の投資 It に一致する。また，































































 W＝W（U1, …, Ux） （36）
ただし，Wi≡∂W/∂Ui＞0，Wii≡∂2W/∂（Ui）2≤0 と仮定する。また，任意の i, j について
















































































































































































（5） Samuelson（1975）のモデルでは（τ，ks）という 2 つの変数で年金制度が規定されるとしているが（p.
540），このうちτは保険料の合計（本稿の定義ではτp＋τf）を表し，ks は積立金の大きさを表す。
―42―
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ため，（50）は R＝1＋n を含意することとなり，（16）から f′（k）＝R であるため，資本に
関する黄金律の条件（42）を満たすことが示される。ちなみに，定常状態での均衡におけ






そこで実現する資源配分は第 2 節で求めたものに一致する。つまり，2 つの財政方式を組
み合わせることにより，最適な資源配分を実現することができるのである。
3.2　賦課方式のみ利用可能な場合




このとき，Wp（τp＊, 0）＞0 かつ Wp（1,0）＜0 であることが示されるので（AppendixB 参照），
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　ここでは，Wp（τp＊, 0）＞0 かつ Wp（1,0）＜0 であることを示す。まず，τp＝τp＊のとき，
R＝1＋n となるため，（54）は以下のようになる。
  （B－1）
τp＜1 とすると，（35）より，ai＜aj となるような任意の i, j に関して di＜dj となり，Udi＞

















































































































（31）より，τp＝1 のときには k＝0 となり，このとき，（16）より R＝∞となるため，（B
－6）の右辺は負となる。よって，Wp（1,0）＜0 となる。












































公的年金制度が果たしうる 2 つの機能について検討する。1 つは資本蓄積の調整機能であ
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用してはならない。また，COMPAS リスク評価は，判断の際に考慮されうる数多く存在する要因の 1 つに
すぎない（巡回裁判所は，COMPAS リスク評価に加えて，その判断を独立的に裏付ける要因を説明しなけ
ればならない）。
 　さらに，裁判所に提出される COMPAS リスクアセスメントを含む判決前調査報告書（Presentence
InvestigationReport）には，次の注意事項を書面で記載しなければならない。




 ③ COMPAS のリスク評価スコアに関する研究の中には，マイノリティの犯罪者を再犯リスクが高いと偏っ
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研究所＝北海道大学「望む結果までの手順を導くことができる『説明可能な AI』を世界で初めて開発」（2021
年 2 月 24 日），https://pr.fujitsu.com/jp/news/2021/02/4.html も参照。
（38） SeeSemaK.Sgaieretal.,The Case for Causal AI,18（3）stAnf. soc. innov. rev.50（2020）,
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―60―






























（41） SeeCarinaC.Federico&DavidB.Blair,Automation and Data Analytics to Drive LB&I Audit Selection,
BloomBerg tAx（June5 ,2019）,https://news.bloombergtax.com/daily-tax-report/insight-automation-and-
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（46） SeeFederico&Blair,supra note（41）;JoshuaA.Krolletal.,Accountable Algorithms,165u. PA. l. rev.633,
658（2017）. 納税者からの情報公開請求に関して，Gillinv.IRS,980F.2d819（1stCir.1992）が参考となる。
この事件の概要は次のとおりである。
 　Gillin 氏は，IRS の Jacksonville 事務所の調査官が，自身が AndoverServiceCenter に提出した 1985 年分
の連邦所得税申告書を入手して調査していることを知っていた。IRS は同氏に法定の納税額不足通知を発行
するための期間制限の延長に同意をするよう求めたが，同氏が拒絶したところ，IRS は申告是認を決定した（不





解し，公開しなかった。⑤ IRS の事務所間で「管轄権」を移すために AndoverServiceCenter に使用され
た全文書と手続的規則の写しについては，担当部署の「管轄権」の問題ではないと狭義に解し，公開しなかっ
た。⑤について，連邦地裁は文書の探索等を指示し，IRS は多数の応答文書を提示したが，一部は FOIA に
よる適用除外を主張し，墨消しの処置を行った。控訴審 Gillinv.IRS,980F.2d819 は地裁の判断を支持し，
墨消しの可否のみを判断し，次のとおり判示した。
 　数学的手法を用いて調査が必要な確定申告書を特定する DIF スコアリングについて，「開示された証拠に
よると，墨消しされた情報はすべて DIF スコアで構成されていた。DIF スコアリングは，調査の必要度が最
も高い申告書を特定するために用いられる数学的手法である。IRS は，この DIF スコアリングの手法に関す
る情報を厳重に保護している。これは，その情報を知ることで，あくどい納税者が申告書を調整して DIF ス
コアを下げ，調査の可能性を減らすことができるからである。かような情報は，他の法律によって特に開示
が免除されているものには FOIA は適用されない旨を定める FOIA552 条（b）（3）と，『調査のための申告
書の選定に使用される又は使用されるべき，あるいはそのような基準を決定するために使用される又は使用
されるべきデータ』の開示を免除する IRC6103 条（b）（2）に基づいて，FOIA の開示の適用から除外される」
（980F.2d819,822）。ただし，IRC6103 条（b）（2）（D）には「開示することによって内国歳入法に基づく
査定，徴収又は執行を著しく損なうと長官が判断した場合」という条件が付されている。
（47） 1974 年プライバシー法への抵触問題も含めて，Houser&Sanders,supranote（40）,at836 参照。この問題
について，望月爾「デジタル化・グローバル化と納税者権利保護―税務行政のデジタル化の進展とその影響
を中心に―」日本租税理論学会編『租税上の先端課題への挑戦』〔租税理論研究叢書 30 号〕142 頁（日本租
税理論学会 2020），石村・前掲注（10）63 頁以下も参照。
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こ と を 指 摘 す る も の と し て，DavidF.Engstrom&DanielE.Ho,Algorithmic Accountability in the 























































































見に当たるのか，調査の必要性要件（税通 74 の 2 等）を満たすのか，という問題を提起することも可能で
ある。
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しても国税庁が自ら収集するデータを重要視する道を進むのかといったように，いくつか
の道に分岐している。どの道に進むかに応じて，柔軟な対策を講じる必要がある。












権の制限（税通 74 の 2 等）など既存のプライバシー保護装置のみではカバーできまい。
この点については，分野が異なるものの，次の指摘も参考になる（66）。
（59） 参考となる最近の文献として，MichaelHatfield, Taxation and Surveillance: An Agenda,17yAle J. l. & 
tech.319（2015）（hereinafterTaxation and Surveillance）;MichaelHatfield,Privacy in Taxation,44flA. st. 
u. l. rev.579（2017））（hereinafterPrivacy in Taxation）;AdamB.Thimmesch,Tax Privacy?,90temP. l. 
rev.375（2018）参照。渕圭吾「日本の納税者番号制度」日税研論集 67 号 33 頁以下（2016），髙橋祐介「納
税者番号制度と納税者の秘密の保護」日税研論集 67 号 183 頁以下（2016），漆さき「国際的情報交換におけ
る納税者の権利保護」論究ジュリ 26 号 83 頁以下（2018），石村耕治「AI 税務と税務専門職の将来像を展望
する第 1 回～第 7 回・最終回―税務のスマート化とタックスプライバシー―」税務事例 51 巻 3 号 73 頁以下，
4 号 40 頁以下，5 号 44 頁以下，6 号 50 頁以下，7 号 75 頁以下，8 号 60 頁以下，9 号 50 頁以下（2019），税
研 216 号（2021）の特集「プライバシー権と税制」掲載の各論稿も参照。
（60） 例えば，山本龍彦「個人主義とセグメント主義の相剋（覚書）―『パーソナライズド』の意味―」情報法制
研究 2 号 54～55 頁（2017）参照。SeealsoHatfield,Taxation and Surveillance, supra note（59）,at340-350;
Hatfield,Privacy in Taxation, supra note（59）,610 - 614（“Betweenthepressureof thetaxgapandthe
efficiencypotentialof informationtechnology,weshouldexpect theIRStocollectmoreandmoretax-
relevantinformationoverthenexttwenty-fiveyears”）.
（61） SeeDmitriJegorov,Technological Advances in Administering Taxes: Will There Be a Tax Office in the 
Future?,74Bulletin for internAtionAl tAxAtion598,607（2020）.
（62） SeeOECD,TAx AdministrAtion 3.0, supra note（1）
（63） 山本・前掲注（60）54 頁参照。







税の法と政策』231 頁以下（有斐閣 1996）〔初出 1994〕参照。

































（67） SeeElectronicFrontierFoundation,IRS Training Course,IRT-WBTcontent2009（2009）,https://www.
eff.org/document/internet-research-tools. IRS が Facebook から情報を得ていることの参考として，「IRS の
税金詐欺の女王」と自称していたともいわれる RashiaWilson氏の事件がある。同氏は，他人の ID を不正
利用するなりすまし詐欺により税金の還付を受けていたところ，同氏の Facebook の投稿が原因でそのこと
が発覚し，有罪とされた。IRS は，同氏の Facebook の公開アカウントを検索し，情報を得ていたといわれ
ている。SeeHouser&Sanders,supranote（40）,at836,839-840;RobertW.Wood,Queen of Tax Fraud 
Gets 21 Year Prison Term: For the Second Time,forBes（Mar.6,2015）,https://www.forbes.com/sites/
robertwood/ 2015 / 03 / 06 /queen-of-tax-fraud-teasing-i-cant-be-caught-gets- 21 -years-prison-for-the-second-
time/?sh=45a5c91b4d15.
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つなげる社会』124～127 頁（弘文堂 2017），山本・前掲注（22）「AI と『個人の尊重』」320 頁以下，山本・














報に該当することなどを理由に（行政情報公開 5 二～四，六柱書・イ，行政個人情報 14 三
～五，七柱書・イ，平成 17 年 4 月付け国税庁「行政機関の保有する情報の公開に関する法
律に基づく処分に係る審査基準」），開示が認められない可能性が高い（70）。
　例えば，情報公開・個人情報保護審査会の答申（平成 19 年 4 月 16 日・平成 19 年度（行
個）答申第 1 号）は，行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に基づく開示請求
事案において，「所得税及び消費税の調査選定に当たっての具体的選定理由，事務処理上








な行為の発見を困難にするおそれがあると認められる。」と述べている（令和 2 年 8 月 3 日・
令和 2 年度（行個）答申第 58 号も参照）。
　また，同審査会の答申（平成 31 年 3 月 11 日・平成 30 年度（行情）答申第 474 号）は，
行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「情報公開法」という）に基づく開示
請求事案において，「国税総合管理システムによる還付申告機械チェックにおける還付保
留基準に関する情報」が記載されている部分について，同法 5 条 6 号イの不開示情報に該
（69）ブラックボックス性について，技術的要因と法制度的要因に加えて，アルゴリズムは「最小限の透明性義務の
下で運営され，利益の最大化を図る民間企業」によって実装されていることがほとんどであるという組織的要
因を挙げるものとして，GuidoNotoLaDiega,Against the Dehumanisation of Decision-Making: Algorithmic 
Decisions at the Crossroads of Intellectual Property, Data Protection, and Freedom of Information,9JiPitec
3,9-10（2018）,https://www.jipitec.eu/issues/jipitec-9-1-2018/4677 参照。また，技術的要因は，当事者のリテ
ラシーの問題とも関わる。“opacityastechnical literacy” の存在を指摘するものとして，JennaBurrell,How 
the Machine “Thinks”: Understanding Opacity in Machine Learning Algorithms,Big dAtA soc.（Jan.6 ,
2016）,https://journals.sagepub.com/doi/full/10.1177/2053951715622512 参照。
（70） 犯則事件の場合には，純粋の刑事司法とは異なるがそれと密接に関連するものであり，行政機関の保有する



























等について（事務運営指針）（平成 12 年 6 月 30 日付課法第 52 号ほか 1 課共同）」の行政文書開示決定処分
のうち，「還付保留基準，還付保留チェック表及び還付申告法人に対する接触体制について記載した部分」）















なる抽象的な可能性ではなく，法的保護に値する程度の蓋然性があるというべきであり，5 条 6 号イに係る
おそれが認められる。」と判示する。この判断は，控訴審である名古屋高裁金沢支部平成 17 年 10 月 12 日判





































な遂行に支障を来すおそれがあることから，情報公開法 5 条 6 号イに該当するものと認められる。」と判示
している。
（73） かかる問題場面については，酒井克彦『裁判例からみる税務調査』97～109 頁（大蔵財務協会 2020）参照。
（74） なお，行政機関が機械学習アルゴリズムを意思決定ツールとして利用するべきかどうかを判断する際の目安
として，行政機関における裁量の広狭の程度を挙げるものとして，EmilyBerman,A Government of Laws 
and Not of Machines,98B.u.l. rev.1277（2018）参照。
（75） 議論の参考として，Mayson,supra note（30）参照。
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（76） IRS が現在使用している不正検知システムの 1 つである ReturnReviewProgram（RRP）の偽陽性率と他の
システムの偽陽性率を比較検討するものとして，TIGTA,The Return Review Program Increases Fraud 








りうる。SeeJeremyBearer-Friend,Should the IRS Know Your Race?： The Challenge of Colorblind Tax 
Data,73tAx l. rev.1（2019）. かような観点から国税庁による統計の取り方やその公表のあり方が検討され
てもよい。




































（79） SeeDanielleK.Citron,Technological Due Process,85WAsh. u. l. rev.1249,1270-1272（2008）.
（80） SeeAnnaGreen,Humans May Put Too Much Trust in Robots, Study Finds,mentAl floss（Mar.2,2016）,
https://www.mentalfloss.com/article/76387/humans-may-put-too-much-trust-robots-study-finds.
（81） SeeOracle&Savanta,Money and Machines: 2021 Global Study（2021）,
 https://explore.oracle.com/money-and-machines/oracle-money-and-machines-report/. 要約として，日本オ
ラクル「日本を含む 14 カ国，9,000 人調査：67% が，財務管理において自分以上にロボット・AI を信頼する
と回答」（2021 年 3 月 25 日）,https://www.oracle.com/jp/corporate/pressrelease/jp20210215.html.
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（82） 裁判官を例に自動化バイアスを説明するものとして，HarrySurden,Ethics of AI in Law: Basic Questions,













に対して，批判的見解を示すものとして、JayThornton,Cost, Accuracy, and Subjective Fairness in Legal 










 　また、MichaelE.Donohue,A Replacement for Justitia’s Scales: Machine Learning’s Role in Sentencing,













































（87） SeeMirkoBagaric et al.,Erasing the Bias Against Using Artificial Intelligence to Predict Future 
Criminality: Algorithms Are Color Blind and Never Tire,88u. cin. l. rev.1037（2020）.
（88） 参考として，Rich,supra note（12）,at922-923 参照。
（89）参考として，CaryCoglianese,The Transparency President?: The Obama Administration and Open Government,
22governAnce529,537（2009）;CaryCoglianese&DavidLehr,Transparency and Algorithmic Governance,71
Admin. l. rev.1（2019）;StevenM.Appel&CaryCoglianese,Algorithmic Governance and Administrative 
Law,inthe cAmBridge hAndBook of the lAW of Algorithms153,176（WoodrowBarfielded.,2020）参照。
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（91） 参考として，Surden,supranote（82）,at734;AliciaSolow-Niederman,Administering Artificial Intelligence,







通 74 の 2 等）に関係するばかりでなく，個人の尊重，幸福追求権，平等原則を基本原理





























（94） Privacybydesign については，堀部政男ほか編著『プライバシー・バイ・デザイン』（日経 BP 社 2012），
新保史生「プライバシー・バイ・デザイン」論研ジュリ 18 号 16 頁以下（2016）参照。なお，OECD,TAx
AdministrAtion 3.0,supranote（1）では，compliance-by-design という考え方がちりばめられている。
（95）合理的推論がなされる権利について，SandraWachter&BrentMittelstadt,A Right to Reasonable Inferences: 
Re-Thinking Data Protection Law in the Age of Big Data and AI,2019 colum. Bus. l. rev.494（2019）参照。





























（97） 参考として，Citron,supra note（79）;DanielleK.Citron&FrankPasqual,The Scored Society: Due Process 












































（104）例えば，山本龍彦編著『AI と憲法』（日本経済新聞出版社 2018），山本・前掲注（11）321 頁以下，山本・前
掲注（22）「ロボット・AI は人間の尊厳を奪うか？」79 頁以下，山本龍彦「基調講演　プロファイリング等







立命 385 号 38 頁以下（2019），同「第 4 回納税者の権利に関する国際会議報告―デジタル化時代における納
税者の権利―」税制研究 77 号 144 頁以下（2020）参照。
（107）国税庁は，税務行政における AI の利用を進めるに当たり，統合イノベーション戦略推進会議決定「人間中
心の AI 社会原則」（2019）と，AI ネットワーク社会推進会議「報告書 2019」（2019）の「AI 利活用原則」
に定められている各原則を遵守すべきであることについて，税研 218 号に小稿を掲載予定。
―80―































判所の判断を振り返ってみると，荒川民商事件・最高裁昭和 48 年 7 月 10 日第三小法廷決
定（刑集 27 巻 7 号 1205 頁）や川崎民商事件・最高裁昭和 47 年 11 月 22 日大法廷判決（刑


















 （2021.5.20 受稿，2021.6.25 受理）
（110）参考として，GDPR22 条 1 項参照。
（111）この点に関する議論の参考として，AzizZ.Huq,A Right to a Human Decision,106VA. l. rev.611（2020）
参照。
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〔抄　録〕










幸福追求権，平等原則を基本原理として掲げる憲法 13 条や 14 条，あるいは適正手続を保












けるデジタル課税案を明らかにしている。同年 10 月，OECD は，事務局提案として統合
アプローチ（UnifiedApproach）を公表し，ユーザー参加による価値創造を根拠に，市場
国におけるデジタル課税の仕組みを世界に向けて発信している。そして，2020 年 10 月に







































































































































































（8） ADS の範囲については，OECD（2020）para.44 を参照。オンライン広告サービス（Onlineadvertising
services），ユーザーデータの販売と譲渡（Saleorotheralienationofuserdata），オンライン検索エンジン
（Onlinesearchengines），ソーシャルメディアプラットフォーム（Socialmediaplatforms），オンライン仲介











































（13） OECD（2017）para.1.6 に記される OECD モデル条約第 9 条を参照。
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（14） 国際連盟の 1933 年報告書については，赤松（2001）p.92 を参照。



















　ステップ 1：残余利益＝連結ベースの利益－（売上高 × 利益率 10％）
　ステップ 2：市場国（A，B）に配分される残余利益＝ステップ 1 の残余利益 ×配分率 20％
　ステップ 3：　　　　　　　　　　　　　 × 市場国（A，B）に配分される残余利益
















（17） 1933 年報告書における分離会計と利益分割法に関する議論は，赤松（2001）pp.93-102 を参照。分離会計を
優先し，利益分割法は最後の方法と位置づけられている。
















を基準とすると，GAFA のうち Google，Apple，Facebook は利益率が 10％を超えるの
で利益基準アプローチが適用できるが，Amazon の利益率は 10％以下であるため対象外
になる。それが国際的に公正と認められるのか疑問が残る（22）。
　第 2 段階では，第 1 段階で算定された市場利益を関連者間取引における営業利益から差
し引き，残余利益が算定される。RPS 法のこの第 2 段階は，利益基準アプローチでは，











































































































































（29） 特に，インターネットガバナンスには ITU 理事会が設立した CWG-Internet が関与。
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いる。2020 年の国連分担金をみると（30），分担金を最も多く負担しているのが，アメリカ
合衆国である。その金額は 6 億 7,860 万ドルであり，分担率は 22％である。次に，中国の


































































［9］　Avi-Yonah,R. S.（1993）, “Slicing the Shadow:AProposal forUpdatingU.S.
InternationalTaxation”,Tax Notes（March15）,pp.1511-1515.
［10］　OECD（2017）,Transfer Pricing Guideline for Multinational Enterprises and Tax 
Administration（Paris;OECD）.
［11］　OECD（2019a）,Addressing the Tax Challenges of the Digitalisation of the 
Economy-Policy Note（Paris;OECD）
［12］　OECD（2019b）,Addressing the Tax Challenges of the Digitalisation of the 
Economy（Paris;OECD）.
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［13］　OECD（2019c）, Secretariat Proposal for a“Unified Approach” under Pillar One
（Paris;OECD）.
［14］　OECD（2020）,Tax Challenges Arising from Digitalisation-Report on Pillar One 
Blueprint（Paris;OECD）.


















































　そこで，本研究では，2008 年に行った「中小企業における情報活用力と IT 化に関する
アンケート調査」と中小企業庁の委託により三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式
〔論　説〕
―101―
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るような導入や，部門や業務ごとにばらばらの導入などではなく，企業における経営戦略
に合わせた形での情報システムの導入が求められていくことになる。これは，岡田（2013）
が「単に IT を導入することが「IT 経営」ではないということを最初に気をつけなければ















































































































する。分析の対象となる調査は 2 つある。ひとつは，2008 年に行った「中小企業におけ
る情報活用力と IT 化に関するアンケート調査」以下，情報活用力調査である。もうひと


























製造業 311  40.0％
卸売業・小売業 245  31.5％
情報通信業 59   7.6％
運送業，郵便業 69   8.9％
宿泊業，飲食，サービス業 12   1.5％
生活関連サービス業・娯楽業 25   3.2％





製造業 1181  28.6％
卸売業・小売業 734  17.8％
サービス業 813  19.7％
建設業 607  14.7％
運輸業 465  11.3％
情報通信業 172   4.2％
その他 160   3.9％
合計 4132 100.0％
（出所）三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社
「人手不足対応に向けた生産性向上の取組に関する調査」より筆者作成
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　相談や支援を依頼した企業の合計が 47.6% に対し，依頼をしなかった企業は 47.3% であ
る。2008 年の調査の時点では，情報システムを導入する際に，相談や支援の依頼をする
ことなく，約半数の企業が情報システムの導入を進めていたことが明らかになった。
　相談や支援を依頼していたのは，「中小 IT ベンダー」が 17.4% ともっとも多くなって




中小 IT ベンダー 54  17.4％
大手 IT ベンダー 32  10.3％
公認会計士・税理士 17   5.5％
コンサルタント企業・IT コーディネーター 19   6.1％
公的機関   6   1.9％
金融機関   0   0.0％
その他 20   6.4％
依頼をしなかった 147  47.3％









メーカ・販売会社」の 44.5% である。これは，情報活用力調査における「中小 IT ベンダー」
に該当しているのではないかと考えられる。どちらの調査においても，地元にある，中小
IT ベンダーが相談や支援を依頼しやすい存在であるということができる。続いて，「地元














　相談や支援を依頼した企業の合計が 56.3% に対し，依頼をしなかった企業は 35.9% であ
る。製造業と比較して，卸売業・小売業では，相談や支援の依頼をした企業が多いことが
分かる。
　相談や支援を依頼していたのは，「中小 IT ベンダー」が 20.8% ともっとも多い結果と
なった。続いて，11.4% の「大手 IT ベンダー」である。卸売業・小売業においても，製
図表 4　【製造業】相談や支援の依頼対象（生産性向上調査）
回答企業 構成比率
地元の IT メーカ・販売会社 496 44.5％
地元以外の IT メーカ・販売会社 277 24.8％
公認会計士・税理士 248 22.2％
IT コンサルタント・IT コーディネータ   59  5.3％




無回答   66  5.9％
全体 1115 ―
（出所）三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社
「人手不足対応に向けた生産性向上の取組に関する調査」より筆者作成
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ことができる。続いて，「地元以外の IT メーカ・販売会社」が 28.9% となっている。この
ように，相談や支援の依頼先の多くを IT ベンダーが占める点は製造業と同様の傾向であ








地元の IT メーカ・販売会社 320 46.0％
地元以外の IT メーカ・販売会社 201 28.9％
公認会計士・税理士 177 25.4％
IT コンサルタント・IT コーディネータ 56  8.0％




無回答 16  2.3％
全体 696 ―




中小 IT ベンダー 51  20.8％
大手 IT ベンダー 28  11.4％
公認会計士・税理士 12   4.9％
コンサルタント企業・IT コーディネーター 15   6.1％
公的機関   1   0.4％
金融機関   2   0.8％
その他 29  11.8％
依頼をしなかった 88  35.9％














　情報活用力調査では，図表 7 より「財務」システムに関して「IT 化しており，情報活
用ができている」としている企業が 69.8% という結果となった。「会計」システムに関し











査では，図表 7 より，財務システムに関して「IT 化しており，情報活用ができていない」
としている企業は 11.6% となった。会計システムに関しては，図表 8 より「IT 化しており，
情報活用ができていない」としている企業は 11.9% となった。財務システム，会計システ
ムともに活用ができていない企業は 10% 程度の割合であることが分かる。




活用力調査では，図表 7 より財務システムを「IT 化していない，または対象外」として


























IT 化しており，情報化ができている 217  69.8％
IT 化しており，情報化ができていない 36  11.6％
IT 化していない，または対象外 46  14.8％





IT 化しており，情報化ができている 214  68.8％
IT 化しており，情報化ができていない 37  11.9％
IT 化していない，または対象外 47  15.1％





IT を導入しており，期待した効果が得られている 816  69.1％
IT を導入しており，期待した効果が得られていない   40   3.4％
IT を導入していない　IT 活用は必要ではない 287  24.3％
無回答   38   3.2％
合計 1181 100.0％



























IT 化しており，情報化ができている 139  44.7％
IT 化しており，情報化ができていない 79  25.4％
IT 化していない，または対象外 76  24.4％





IT を導入しており，期待した効果が得られている 540  45.7％
IT を導入しており，期待した効果が得られていない   96   8.1％
IT を導入していない　IT 活用は必要ではない 499  42.3％
無回答   46   3.9％
合計 1181 100.0％
（出所）三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社
「人手不足対応に向けた生産性向上の取組に関する調査」より筆者作成
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に関しても，情報活用力調査と生産性向上調査において，どちらも在庫管理システムとし
て調査を行っている。






















IT 化しており，情報化ができている 168  54.0％
IT 化しており，情報化ができていない 60  19.3％
IT 化していない，または対象外 72  23.2％





IT を導入しており，期待した効果が得られている 624  52.8％
IT を導入しており，期待した効果が得られていない   92   7.8％
IT を導入していない　IT 活用は必要ではない 428  36.2％
無回答   37   3.1％
合計 1181 100.0％












　情報活用力調査では，図表 14 より「財務」システムについて「IT 化しており，情報活
用ができている」としている企業は 77.6% となった。図表 15 より「会計」システムにつ







IT 化しており，情報化ができている 190  77.6％
IT 化しており，情報化ができていない 19   7.8％
IT 化していない，または対象外 23   9.4％





IT 化しており，情報化ができている 178  72.7％
IT 化しており，情報化ができていない 20   8.2％
IT 化していない，または対象外 32  13.1％





IT を導入しており，期待した効果が得られている 544  74.1％
IT を導入しており，期待した効果が得られていない 19   2.6％
IT を導入していない　IT 活用は必要ではない 146  19.9％
無回答 25   3.4％
合計 734 100.0％
（出所）三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社
「人手不足対応に向けた生産性向上の取組に関する調査」より筆者作成
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査では，図表 14 より，財務システムに関して「IT 化しており，情報活用ができていない」
としている企業は 7.8% となった。会計システムに関しては，図表 15 より「IT 化しており，
情報活用ができていない」としている企業は 8.2% となった。財務システム，会計システ
ムともに活用ができていない企業は少ないことが分かる。




活用力調査では，図表 14 より財務システムを「IT 化していない，または対象外」として




















IT 化しており，情報化ができている 159  64.9％
IT 化しており，情報化ができていない 41  16.7％
IT 化していない，または対象外 31  12.7％










図表 17 より，12.7% という結果を示している。生産性向上調査では，顧客管理システム









IT 化しており，情報化ができている 145  59.2％
IT 化しており，情報化ができていない 38  15.5％
IT 化していない，または対象外 45  18.4％





IT を導入しており，期待した効果が得られている 445  60.6％
IT を導入しており，期待した効果が得られていない 51   6.9％
IT を導入していない　IT 活用は必要ではない 214  29.2％
無回答 24   3.3％
合計 734 100.0％




IT を導入しており，期待した効果が得られている 419  57.1％
IT を導入しており，期待した効果が得られていない 54   7.4％
IT を導入していない　IT 活用は必要ではない 235  32.0％
無回答 26   3.5％
合計 734 100.0％
（出所）三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社
「人手不足対応に向けた生産性向上の取組に関する調査」より筆者作成
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用力調査では，図表 19 の通り，在庫管理システムに関して「IT 化しており，情報活用が




査では，図表 19 より在庫管理システムを「IT 化していない，または対象外」としている
企業は 18.4% であった。生産性向上調査では，図表 20 より在庫管理システムを「導入し
ていない」としている企業は 29.2% である。
4.4．中小企業における情報システム活用の変化
　以上の通り，2008 年に行った「中小企業における情報活用力と IT 化に関するアンケー
























































小 IT ベンダー」と「大手 IT ベンダー」が相談や支援の主要な依頼先として挙げられて
いた。それに対し，2017 年に実施をした生産性向上調査においては，製造業，卸売業・












































の視点を中心として」，横浜国際社会科学研究第 10 巻第 3/4 号，pp.345-366．
［7］　岡田浩一（2013）『中小企業の IT 経営論』，同友館．
［8］　服部繁一（2011），「中小企業の情報化への取組と方向性　―IT 活用の進展と企業規
模による比較を通じて―」，立命館経営学第 49 巻第 5 号，pp.257-280．
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仲野友樹：中小企業における情報システムの導入意識と活用の変化についての研究
























［24］　三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社（2017）「人手不足対応に向けた
生産性向上の取組に関する調査」，2021 年 5 月 20 日閲覧，https://www.meti.go.jp/
meti_lib/report/H29FY/000254.pdf
 （2021.5.20 受稿，2021.7.7 受理）
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を行った。日本の情報サービス産業における 1999 年から 2005 年までの 3,999 件の観測値
































































内多角化の程度と IPO の可能性には逆 U 字型の関係性があることが推測される。
H1：産業内多角化と IPOの可能性には逆 U字型の関係が存在する
2-2．IPOと人的資源

















































局，1999-2006）」の情報サービス産業に関する 1998 年から 2005 年までのパネルデータを
用い，期間内に 4248 企業の N＝13,400 の観測値が得られた。さらにそこから企業の株式
公開の有無に関する情報を有し，1998 年のデータの時点で株式をすでに公開している企







扱われるため翌年以降はサンプルから除外した。新規 IPO は，t 年度の新規 IPO 企業数 /
全企業数で測定した。
（1） 情報サービス産業の企業とは，日本標準産業分類の情報通信業（大分類 G）の情報サービス業（中分類 39）
のうち情報処理・提供サービス業（392）に属する企業を指す。
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その他の情報処理の計 8 つの事業分野が存在する。t 年度に売上構成比率が 0 であった事











































　表 2 は新規 IPO を従属変数としたロジットモデルの分析結果を表したものである。モ
デル 1 はコントロール変数のみを加えたモデルであり，各コントロール変数の影響力を表
している。
　表 2 のモデル 2 より産業内多角化の係数が優位な正の値（p＜.05）かつ，産業内多角化
の二乗項の係数が有意な負の値（p＜.10）を示していることから，産業内多角化と IPO の
可能性には逆 U 字型の関係性があるという仮説 1 が支持された。
　同様にモデル 3 から，産業内多角化と管理職の割合の交互作用の係数が優位な正の値（p
＜.10）かつ，産業内多角化二乗項の係数が有意な負の値（p＜.10）を示していることから，
管理職の割合と産業内多角化と IPO の可能性に正の影響を与えているという仮説 2 が支
持された。
表 1：記述統計と相関係数
平均 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8
1．新規 IPO .012 .074
2．産業内多角化 .494 .339 －.009
3．管理職の割合 .028 .083 .004 .025
4．VC ダミー .028 .165 .028 .031 .019
5．銀行ダミー .125 .330 .010 .180 .001 .076
6．レフトセンサーダミー .946 .226 －.014 .037 －.063 －.013 .079
7．セグメント数 2.676 1.525 .006 .420 .039 .006 .159 .038
8．資本金（百万円） 214.407 2037.388 .012 .056 .015 .004 .114 .010 .001
9．前年度成長率 .106 .548 .022 －.024 .042 .019 －.009 －.171 －.021 .003
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年度ダミー Included Included Included
Nfirm-years 3999 3999 3999


















本研究の産業内多角化の程度と IPO の可能性の逆 U 字型の関係のようにまた違った形が
見えてくると推測される。













　第 1 に，分析結果の信頼性である。本研究の分析対象である IPO のサンプルが 7 年間
で約 50 件であったため，本研究の分析結果が必ずしも正しいとは言い切れない。そのため，
今後は調査期間を延ばし，IPO のサンプルを増加させることでより信頼性を高める必要が





マーケットシェアや ROA などには注目していないが，IPO は企業の重要な資金調達手段
であり，IPO の可能性を検証する際に収益性やコストなどの財務的な要因を完全に無視す
ることはできない。そのため今後の研究ではそうした視点と組み合わせた研究が必要となる。
　第 3 に，今後は最終的な IPO 後の業績も含めて分析する必要がある。本研究は IPO の
―130―
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　日本の情報サービス産業における 1999-2005 年の 3,999 の観測値の分析結果から，産業
内多角化と IPO の実行可能性には逆 U 字方の関係性が存在し，企業内の管理職の資格所
有者の割合は，産業内多角化と IPO の実効可能性に正の影響を与えていることを実証した。
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年 1 月期の連結経営指標は売上高 2,026,931 百万円・経常利益 190,989 百万円で，住宅メー
カーとしては大和ハウス工業に次ぐ国内第 2 位であった。同社内では戸建・賃貸・分譲住
宅事業が中心で，同事業の 2017 年 1 月期の従業員数は 15,640 人，売上高 965,455 百万円・
営業利益 119,168 百万円に達していた。その一方で，本事件の舞台となったマンション事








































　問題の物件は，X 氏が東京都品川区西五反田に保有していた約 2,000m2 の土地である。
もともとは X 氏が同所で旅館業を営んでいたが，2015 年に廃業していた。広さや交通事
情の面からマンションの好適地である上に，抵当権も付いておらず（＝所有者の一存で処
分可能），「入札ならば 80 億円から 100 億円と噂された物件」（調査報告書 5 頁）であった。
当時は X 氏が同所に独居していたが，2017 年 2 月（7）から末期がんで入院して不在となっ
ていた（8）。
　A 次長が知己の Y 氏から本物件について打診を受けたのは，3 月 27 日頃であった。4
月 4 日には，Y 氏が経営する（株）YH が，売買代金 60 億円・手付金 2,000 万円で本物件の
売買契約を締結したとの説明を受けた。X 氏の身元については，公証役場に X 氏のパス
（5） 以下では，マンション事業本部と東京マンション事業部を合わせて「事業部側」と総称する。
（6） 積水ハウスでは，100 億円以下の案件については取締役会に諮ることを要しなかった。
（7） 以下，特記がない限り，日付はすべて 2017 年である。
（8） 地面師側では，被害者を騙す過程で物件の内覧をさせることが必要だった。同所に居住していた X 氏が入院
で不在となったことで，かねてから準備を整えていた地面師グループが動き出したと推察される。なお，X
氏は事件発覚後の 6 月 24 日に死亡した。
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ポートと印鑑・印鑑証明書を提示し，公正証書による確認を行ったとのことであった（9）。
　4 月 13 日に A 次長と B 課長が，Y 氏・Z 氏（Y 氏のパートナー，事件後に Y 氏と結婚）・
小山（地面師，Y 氏が「X 氏の財務担当」と紹介（10））と面談した。その際に Y 氏は，本
物件の転売価格として 70 億円を提示した。さらに小山が，「X 氏がマンションの購入資金
として約 3 億円の調達を急いでいる，申込証拠金の 2000 万円だけだと X 氏は翻意する可
能性がある，他の購入希望者がたくさん来ているのでスピードが大切だ」（総括検証報告
書 31 頁）と説明したため，A 次長は早急に話を進めないといけないと考えた。なお，A
次長は，仲介役の Y 氏が不動産関係に疎いことを危惧していたところ，小山が不動産取
引に精通していることを知って安心し，以後は小山を頼りにするようになった。
　事業部側ではかねてからマンション用地を探していたため，4 月 14 日に M 本部長・東
京マンション事業部長・A 次長などによる会議が開かれ，（株）YH を通じて本物件を購入
する方針を決定し，社内手続を急いで進めることになった。同 17 日の社内打ち合わせでは，




　4 月 18 日付けで「不動産稟議書（購入）」が起案（11）され，同日中に M 本部長までの決




たことから，K 不動産部長はこの 4 人を後回しにして，同 20 日に阿部社長の決裁を得た（12）。
　なお，4 月 20 日に東京マンション事業部では，X 氏の本人確認について顧問弁護士に
相談し，「本人しか持ち得ない書面類（パスポート，印鑑登録証明，運転免許証，不動産
評価証明書など）を積み上げて確認し，偽造の可能性を低減することしかない」（総括検
証報告書 34 頁）との助言を得た。この助言内容は，A 次長と B 課長にも参考送付された。
2.2　契約の締結
　4 月 19 日，A 次長が契約条件について Y 氏と協議したところ，Y 氏が「節税のため」







（11）この稟議書によれば，購入総額は 7,099 百万円である。256 戸のマンション「グランドメゾン五反田」（仮称）
を建設し，2019 年から販売を開始する予定であった。






　4 月 20 日，A 次長・B 課長・偽 X 氏（地面師が仕立てた偽物）・小山・Y 氏と双方の司
法書士が契約の段取りについて協議し，積水ハウスが 70 億円で購入することや手付金を




　4 月 24 日，前回と同じ顔触れで，X 氏―（株）YH 間の契約解除，X 氏―YH（株）間の売
買契約（代金 60 億円），YH（株）―積水ハウス間の売買契約（同 70 億円）が行われ，所有
権移転の仮登記（15）を申請した（4 月 29 日に手続完了）。この時に，偽 X 氏が持参したパ
スポート，印鑑証明書，権利証の各原本を相手方の C 司法書士と積水ハウス側の司法書
士が一緒に確認したが，やはり贋物であることを見抜けなかった。
　積水ハウス側は，手付金として 12 億円の預金小切手を Y 氏に渡し，Y 氏はその場で偽













り踏み込んだ調査をする必要がございます」（総括検証報告書 36 頁）と A 次長に助言した。
（13）C 司法書士は相手側の登記手続を担当していたが，もともと A 次長が Y 氏の求めに応じて同人を紹介した
という経緯があり，積水ハウス側でも信頼のおける人物であった。
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　さらに C 司法書士は，法務局に出向いて登記名義の履歴調査を実施し，「本件不動産の




旨の回答を得た」（総括検証報告書 36 頁）と A 次長に報告した。
2.3.2　内容証明郵便による警告
　5 月 10 日，積水ハウス本社に内容証明郵便①が到着した。「本件不動産の所有者だが，
仮登記がなされ驚いている。売買契約はしていないから，仮登記は無効であるので抹消せ
よ」（調査報告書 6 頁）との内容であり，仮登記を抹消しない場合には法的手続を取ると
警告していた。この内容証明郵便は X 氏名義であったが，実際には X 氏の異母弟が送付
したものである。X 氏には子供がおらず，同人が死去した際には，この異母弟が相続人で
あった。










によれば X 氏は面会謝絶状態にもかかわらず，代理人ではなく X 氏本人が差出人となっ
ていること，差出人の住所は当時空き家状態の本物件とされ，他に連絡先の記載がなく，
相手方と連絡の取りようがないことが挙げられている。























　・5 月 11 日にブローカー的人物の甲氏が東京マンション事業部を訪問して，「Y 氏に本
取引から外された」との苦情を述べた。翌 12 日には，やはりブローカー的人物の乙





　・5 月 12 日に，積和不動産関西（積水ハウスの 100％子会社）の丙社長が，K 不動産部
長に対して，「手付金が地主には少ししか支払われていないという噂があるが，仲介




　5 月 22 日に N 法務部長・M 本部長・A 次長などによる会議が開かれ，残額の支払いを
前倒しすることにした。その理由は，「ブローカー的人物達の妨害を極力回避する目的」（調
査報告書 8 頁）とされる。翌 23 日に M 本部長と A 次長・B 課長が偽 X 氏・小山・Y 氏
と協議した際に，M 本部長が決済時期の前倒しを提案して相手方も同意した。
　協議後に M 本部長は，「決済日を 6 月 1 日に変更して 49 億円を支払い，留保金 7 億円
は建物解体や土地の境界確認を実施した後に 7 月末に支払う」との方針を決めた。この方
針について N 法務部長の同意を得ると，5 月 25 日に M 本部長が K 不動産部長に電話で
申し入れた（18）。K 不動産部長が，「金額も大きく，乙氏等のネガティブ情報もあるので，
通常の案件では要求しないが，決済金の支払いについては，社長の了解を取ってほしい」
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　5 月 30 日には，小山から A 次長に「本物件の権利証は偽 X 氏の内縁の夫 V 氏が保管
しているが，偽 X 氏と V 氏の関係が悪化し，取りに行けないので権利証の提示ができな
い」との連絡があった。A 次長は権利証の回収を小山に依頼したが，翌 31 日の最終打ち
合わせの際に偽 X 氏は権利証を持参しなかった（19）。これに対して「（A 次長は，）相手方
弁護士や司法書士から，弁護士作成の本人確認証明で移転登記可能と聞くと，安易にその
方法を受け入れた。本人確認証明での登記申請は，A 次長の単独判断で進められた」（調




び上がる仕組みが施されている。C 司法書士が偽 X 氏の持参したパスポートに紫外線を
照射し，添付されている写真と同じ顔が浮かび上がるのを確認すると，A 次長は，この
ような透かしを入れることは偽造では不可能と判断した。
　なお，5 月中旬以降，A 次長は，積水ハウスが分譲中のマンション「グランドメゾン D」
（東京都中野区所在）を，小山を経由して偽 X 氏に積極的に売り込んでいた。同マンショ
ンは，価格が高額のため販売が伸び悩んでいた物件であったが，偽 X 氏は 11 戸（約 7 億
5 千万円）も買い取ることを約束した。
2.5　残金の決済





























　支払いに使われた預金小切手（8 通）の行方を整理すると，このうち 5 通は少額で，相
手方弁護士費用，土地家屋調査士費用などに充てられた。1 通（額面 442 百万円）は YH
（株）の口座①（さわやか信用金庫）に入金され，Y 氏が受領した模様である。1 通（同
749 百万円）は「グランドメゾン D」の代金（6 月 1 日にマンション売買契約を締結）と
して積水ハウスに返還された（21）。残る 1 通の高額小切手（同 3,679 百万円）は，当日中に
YH（株）の口座②（三菱 UFJ 銀行 S 支店）に一旦入金されたが，その直後にほぼ全額が別
の口座（6 件）に送金されており，地面師たちの間で分配されたと推察される。
2.6　登記申請の却下






いた。6 月 9 日には法務局から申請却下の通知が届き，積水ハウスの取締役会に事件が報
告された。
　手付金を含めて購入金額は約 70 億円であったが，積水ハウス側の実質的な被害額は約
55 億 5 千万円である（同社の 2018 年 1 月期決算では 5,559 百万円の特別損失を計上）。前
述（2.4 参照）のとおり 7 億円が建物解体までの留保金とされ，さらにマンション代金と
して約 7 億 5 千万円の小切手が積水ハウス側に返却されていたためである。
　地面師グループは後に検挙され，計 10 人が起訴された。第 1 審では全員が有罪判決を
受け，小山には懲役 11 年の実刑判決が言い渡された。ただし，Y 氏・Z 氏は起訴されて
いない。積水ハウスは YH（株）が受け取った売買差額（転売利益）を返金するよう申し入


















　Y 氏にとって，今回が初めての不動産取引であった。3 月 30 日時点では A 次長も，「不
動産の知識が乏しい Y 氏にこのような土地が手に入るはずはないと考えていた」とされ，
Y 氏に対して「真の所有者の確認が絶対に必要」と地面師詐欺を想定した助言をしたほど
であった（調査報告書 5 頁）。それにもかかわらず，事業部側は，Y 氏が本物件の売買契
約を結ぶことになった経緯について，ろくに事情聴取をしていなかった。
　また，本物件は時価 80 億円から 100 億円と評価され，売却価格の 70 億円は破格の安値
である上に，仲介企業の YH（株）が 10 億円もの利益を中抜きする構図である。このよう
に非常に不利な取引内容をどうして売主が容認したのかについても，疑問に感じてしかる
べきであった。












（23）「この社員（筆者注 :A 次長）と Y 氏は 26～27 年ごろ，芸能プロダクション社長の自宅で開かれた食事会で
知り合った。食事会には芸能関係者や弁護士らのほか，建築士などの不動産関係者も出席。マンション用地
の買収にかかわる部署に在籍していた社員にとって，食事会は物件情報の収集場所にもなっていたという」




それにもかかわらず，A 次長は Y 氏の経歴や事業実態を把握しないまま話を進めていた。
事業部側では，本取引の稟議書を本社に提出する段階でも信用調査を行っておらず，リス
ク管理の面で杜撰と言わざるを得ない。
　ちなみに，事業部側が Y 氏について㈶暴追都民センターに照会したり，（株）YH の信用






本取引に関しては，4 月 19 日に稟議書を受け取った不動産部は，その日のうちに「関係






ていなかった。稟議書提出後の 4 月 19 日に事業部側が信用調査を実施したのは，不動産
部から問い合わせを受けたためと推察される。しかし稟議書には，「欄外の付箋で
4 4 4 4 4 4
，「売主
































偽 X 氏の本人性について再検討する機会が 2 回存在したにもかかわらず，以下に示すと
おり，それらの機会を自ら放棄したことは不適切と言わざるを得ない。
3.3.1　知人による本人確認の未実施













前述（2.3.2 参照）のとおり，この確約書の提出を事業部側に指示したのは N 法務部長で















　5 月 31 日の最終打ち合わせの際に，「偽 X 氏が自分の誕生日や干支を間違えた」と C
司法書士が A 次長に報告した。さらに C 司法書士は，パスポートの表記の一部に他の箇
所とわずかに異なる箇所があると指摘した。
　偽 X 氏の本人性について重大な疑問を抱いてしかるべき局面であるが，「A 次長及び B
課長はこうした指摘を深刻に受け止めず，偽 X 氏の本人性に改めて疑問をもつこともな
く決済を進め（た）」（総括検証報告書 53 頁）とされる。前述（2.4 参照）のとおり同日に





















代議士（2012 年落選）の後援会事務所であった。ちなみに，同社の代表取締役は Y 氏のパー
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3.5.2　権利証未提出の承認





















を求めるべき」（調査報告書 12 頁）である。しかし，A 次長は取引を続行し，偽 X 氏ら
（27）W 元代議士の事務所によれば，「W の記憶によれば，YH（株）から W 事務所に登記を置かせてほしいと依頼





（28）積水ハウス側が「Y 氏のバックには W 元代議士がいる」と認識していた可能性は否定できない。不動産取
引が未経験の Y 氏が本物件を見つけてきたこと，取引価格が非常に割安なこと，Y 氏が 10 億円も中抜きす
るのを偽 X 氏が容認していることなどの不審点を事業部側が看過したのも，「Y 氏のバックに W 元代議士が
いて，最終的に Y 氏から W 元代議士に裏金が流れる構図」との認識であったとすれば，それなりに納得の
いく話である。ただし，調査報告書や総括検証報告書には，この点に関する記述は見当たらない。


















　この点について調査対策委員会は，「当委員会の議論の中では，Y 氏と A 次長の間には，
何か個人的で不適切な関係が存在していたのではないかとの疑義さえでた。（中略）Y 氏
への過度の信頼や偽 X 氏と同人の関係性への関心の薄さなど，その経緯を振り返るとき，



















































首都圏の新築マンションは 2017 年の平均価格が 5,908 万円と，27 年ぶりの高値を付けた。不動産各社は，好
条件の土地をいち早く入手し，市況が好調なうちにマンションを建設・販売しておきたい」（日経ビジネス
2018 年 3 月 5 日号 14 頁）。
 「都心ではインバウンドを見越したホテル開発も増加し，用地の争奪戦が激化。マンションデベロッパーの用
地取得の困難さは日を追うごとに増しており，「危ない案件でも，『背に腹は代えられない』という意識がマ
































































































































ん入ってしまった」と回答している。（ダイヤモンドオンライン 2020 年 2 月 21 日記事〈https://diamond.jp/
articles/-/229577〉（2020 年 12 月 14 日最終確認））
―152―


























結果責任はある」（同 13 頁）と述べているが，この見解には同意できない。会社法第 362
































　　原因 H　本取引への強い執着と相手方への迎合（原因 B・C・D の背景）
　　原因I　営業重視の経営方針（原因 J・K の背景）
　　原因 J　全社的なリスク管理の軽視（原因 E・F の背景）
　　原因 K　事業部門による人材の抱え込み（原因 F・L の背景）
　　原因 L　特定の用地担当者に対する依存（原因 G の背景）
　　原因 M　経営幹部のプレッシャー（原因 G・H の背景）
6.　事件後の混乱
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監査役 2 人の計 4 人で構成される調査対策委員会が設置された。しかし，その調査結果を
待つことなく，同 9 月には本事件の責任を取る形で取締役の処分が実施された。処分内容
は全取締役（計 11 人・社外含む）について報酬減額 2ヶ月とされ，減額割合は和田会長
と阿部社長が 20％，その他が 10％であった。







　2018 年 2 月には，阿部氏が代表取締役会長，稲垣氏が代表取締役副会長，仲井氏が代
表取締役社長にそれぞれ選任された。同 4 月の株主総会時には，和田氏が取締役を退任す
るとともに，企業統治の改革のためとして社外役員が増強され，取締役 11 人（うち社外
3 人）・監査役 6 人（うち社外 4 人）の役員体制（48）となった。



































　その後，2020 年 12 月に総括検証報告書が発表されたことで，調査報告書が積水ハウス
側の過失を強調するあまり，ミスリーディングな点が少なくないことが判明した。特に，






















指摘する」（週刊東洋経済 2019 年 11 月 16 日号 19 頁）。
―156―
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Ltd. suffered in2017 , regarding thepurchaseof realestate forcondominiums.The
reasonswhy the company’s riskmanagementhadvariousproblemswere strong
obsessionof the staff, absence of supervisionon them,pressure fromexecutives,
dysfunctionoftheriskmanagementdepartment,andcompany-widedisregardforrisk
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